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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Zusammenfassung

§1，Mit　dem 　21．　Jahrhundert量ns　Augen 　begegne仁 Deutschland　den　zwe 孟wir ［schaftlichen 　Probleme．

　　Das　eine 　heisst　die　Beschtiftigungslosigkeit　und 　das　andere 　der　Standort　Deutschland．Die　beiden

　　Probleme　haben 　ihre　gemeinsame 　Wurzel　in　denhohen　Kosten　der　Produktion　Deutschlands．

§2．Die　Struktur　der　hohen　Kosten　besteht　aus　den　6konomischen 　und 　sozialen　Faktoren．　Jene　sind

　　die　drei　gleicherweise　schweren 　Stundenlohn
，
Personalzusatzkosten　und 　KOrperschaftsteuer．

　　Diese　teilen　sich　in　die　Kosten　fur　die　Ausbildung　der　Junger　und 　die　ftir　den　Schutz　der　Umwelt．

　　Die　beiden　Auswendungen　mussen 　die　Unternehmungen 　auf 　sich 　tragen，

§3．Die　hohen 　Kosten 　Deutschlands 　kommen 　aus 　den　friedlichen　Beziehungen 　zwischen

　　Arbeitnehmer　und 　Arbeitgeber　nach 　dem 　zweiten 　Weltkrieg．　Sie　haben 　zum 　Ausbau　der

　　vertrauenswUrtigen 　Partnerscha血 beigetragen．　Doch　macht 　die　sozialen 　Partnerschaft　nichmur

　　den　wirtschaftlichen 　Aufschwung
，
　sondern 　auch 　dle　vergleichsweise 　ftir　den　Arbeitnehmer

　　vorteilhaften 　Strukur　in　Deutschland．

一　 ドイツ 経済の 直面 する二 つ の 問題 雇 用問題 と立地問題

（一）雇用問題

　21世紀を 目前にひか え， ドイ ツ経済は二 つ の 問題 に直面 し，そ の 解決に苦慮 して い る 。 二 つ

とは，雇用 問題 と立地問題で ある 。 雇用問題 は80年代に入 っ て 顕著 に な っ た失 業率に ， 立 地問

題 は85年以 降注 目されは じめ た空洞化 に鮮 明に表れ て い る 。
い ずれ も，その 根 を ドイ ツ の 高 コ

ス ト構造 に もっ て い る 。 こ の 高 コ ス ト構造 を変革 しなければ
，

二 つ の 問題 は解決 され ない し ，

ドイツ経済の 再生 はあ りえな い
。

こ れ が ドイ ッ経済の 当面 して い る今 日的情況で ある 。

　　こ の 点，不良債権と円高に よ っ て ，高まりつ つ ある失業率と空洞化に 脅か されて い る 日本経

済と ドイ ッ 経済は に か よ っ て い る 。 ただ し ， 問題 の根 は
， 日本 と ドイ ッ で は まっ た く異な る 。
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不良債権の 原因が
，

バ ブ ル 景気 と呼ばれ た時代の 過剰融資に あ り，
過剰融資が 日本に固有な巨

額の 経常収支の 黒字 に よる過剰流動性 に あ っ た とすれば
， 不良債権 と円高は ，

い ず れも ， その

根 を黒字 を生 じやす い 日本の 貿易構造 に もっ て い た こ とに なる 。 こ の 点 ， 高 コ ス ト構造 に根 を

もつ ドイ ツ と 日本で は解決すべ き問題 の 所在が 異な っ て い る 。 しか し，高 コ ス ト構造と貿易構

造 と問題 の所在を異 に しなが らも，い ずれ も構造改革と い う意識や 慣習や 制度 を変革 しなけれ

ば ならな い 点が共通 して い る 。

　戦後50年 を経過 した 日本 と ドイ ッ の 経済を， 生 産 ・物価 ・雇用 ・貿易の 四 点で 比較する と興

味深い こ とがい くつ か指摘 で きる 。 顕著な相違 の 一つ は
， 日本で は雇用が安定 して い たの に比

較 して
， ドイ ッ で は物価が 安定 して い た こ と で ある 。 50年 とい う期 間を単位 と して見る と，日

本と ドイ ッ の 政 府 ・企 業 ・国民が経済の ど こ に重点を置い て きた かが よ くわ か る 。

　 ドイ ツ の 雇 用状態は
， 1950年に は失業率が 10％ を越 えて い たが

，
「経済の 奇跡」 と呼ばれ た

50年代に失業率は顕 著に 下が り， 60年代 に は 1 ％ を上下す る超完全雇用 を達成 した 。 しか し，

1973年の 第
一

次 石油 シ ョ ッ ク以 降 ，
ドイ ツ の 失業率は 高 くな る 。 75年か ら80年まで 失業率 は

4 ％ で 推移 した が ， 80年代 に 8 ％台にな り， 95年か らは 10％を越 える よ うにな っ た
く1｝

。

　80年か ら95年の 間に
，

ドイ ツ で は85年に ECの 市場統合が発表され ，90年に入る と東西 ドイ ッ

の 統合 に ともな っ て 旧東 ドイ ッ へ の 経済援助が開始 され た 。 7 年後 の 93年 に ， 拡大す るEC 域

内の 需要 の 増加を期待 して企 業の 投資が刺激 され た。
こ れ に よ っ て ， 79年の 第二次石油シ ョ ッ

ク後長 く続 い た停滞がちな経済 に活気が生 じ
， 88年か ら91年 まで

， それ まで は 1〜 2 ％で あ っ

た実質成長率が 3 〜 5 ％ へ と上昇 した
（2｝

。 失業率 もこ れ に ともな っ て
， 8 ％台か ら 6 〜 7 ％台

に
一

時的に 若干減少 した
C3〕

。

　 85年 に は，日本で は円高不況が生 じた 。 ア メ リカが財政赤字 と経常収支の 双子の 赤字 を解消

す る ため ，プラザ合意 に基づ い て ドル 高を是正 をす る と，円高が生 じた
。 円高 に よ る 輸出の 減

少 を回避する た め
， 日本で は生産の 立地 を 日本か ら外国 に移す動 きが 大 きな うね りとな っ て起

っ た 。 日本企 業の進 出先は
， 北米，中国 ， 東南ア ジ ア ，

ヨ ーロ ッ パ と多様で あ っ た 。 ヨーロ ッ

パ へ 進出 した企業の 動機は ，円高 に よる輸出価格 の 上 昇 を恐れ た こ とだ けで な く，市場統合に

よ っ て EC に は域外か らの 貿易 に壁が で きる の で は な い か と警戒 した こ とや ， 将来の 市場の 拡

大を期待 して 予 め生産 の 立 地を ヨ ーロ ッ パ に移 したこ とや ，さ らに ， イギ リス が自国 の 経済 を

活性化 し雇用 を増やすため に
， 企業の 国籍 は問わず優遇措置を もうけて外国の 企 業を誘致 した

こ とな どで あ っ た。　　　　　　　 　　　　　　 　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　
L

　 こ の 間の 事情は
， ドイツ で もイギ リス と同 じで あ っ た 。 当時の 日系企業 の 動向を， ドイ ッ で

まじか に見聞 して い たデ ュ ッ セ ル ドル フ 日本商工会議所は，次の ように伝えて い る 。

　 「すで に 1975年以降 ， 激化 しつ つ あ っ た対 EC 貿易摩擦 を回避す る 目的で 製造拠点 を ドイ ッ

に設 けた 日本企 業もあ っ たが ，日本の メ
ー

カ
ー

が ドイツ にお ける生産活動を拡大 させ たの は ，

1985年の プラザ合意 に よ り急速 に 円高が進行 した後の こ と で あ る 。 実際 ， 現在活動 し て い る 日

本企業の 約半数 は1985年以降 に設立 され てお り，
こ の 進出の 背景に は ，日系メ

ーカ ー
の 円高対

策 に加え，1993年に予定され て い たEG域 内の 市場統合 前に進出 を果た して お きた い と い う日

本企業の 意図が あ っ た と考えられ る 。

　 その 後 ，
1989年11月の ベ ル リ ン の 壁崩壊，翌年 10月の 東西 ドイツ の 統合を経て ，統

一ブーム

が終焉 した 1992年以 降，日本企業 の 若干の 撤退や新規進出があ っ た もの の
， 総数で み れば

，
ド
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イ ツ に おける 日本企 業の 数は頭打ちの 状況に ある」
（4｝

　85年から90年の 期 間 に，日本だけで な くア メ リカ もEC 域内 と ドイッ へ の 企業進 出を増や し

た 。 ドイ ツ の 外国か らの 対 内直接投資は85年の 17億 マ ル クか ら90年の 37億 マ ル ク へ と増加 して

い る 。 しか し ， 同
一

期間に ドイ ツ か ら外国 へ の 対外直接投資は ，
こ れ をは るか に越え85年の

140億 マ ル クか ら90年の 370億 マ ル クへ と桁外 れ に大 きい 。 90年 に は
， 金額で は ち ょ うど10倍の

企業が
， ドイ ッ へ 入 る よ りは ドイッ か ら外 へ と出 た こ と に なる 。 85年か らは じま っ た EC 域内

の 投資ブ
ーム が雇用 を増や す とい う点で 見るべ き成果 をあげずに終わ っ たの は ，資本の 流 出に

よ っ て ドイ ツ の 雇用機会が 失われ たか らで ある 。

　そ れ で も，85年か ら90年まで は ドイツ の 景気は よか っ た 。
こ の 期 間に ドイ ツ に 進出 した印刷

関係の 現地法 人の 社長 H と
， 電子部 品の 現地法人 M 社 の 社長 K は

， 85年か ら99年に い た る ドイ

ツ の 景 況を総括して，そ れぞ れ以下の ように語 っ た 。

　 H 「ドイツ の 景気 が よか っ た の は ，85年 か ら90年 まで だ っ た 。 90年か ら95年 まで は よ くなか

っ た」

　 K 「ようや く，今年 （1999年）の 五 月頃か らパ ソ コ ン と携帯電話 の 需要 に よ っ て
， 生産 が回

復 しは じめ た」

　 ドイツ の 雇用問題 は99年 6 月現在の 失業率10．5％ に表れ ， ア メ リカ の 4，3％ ， 日本の 4．9％ に比

べ て著 し く高い
。 ア メ リ カ も1980年代 の 前半 は 10％近 い 失業率で あ っ た 。 しか し ， 1990年 に入

っ て 従業員解雇 に よ っ て 経営改善 を行 い
，

企 業収益の 回復 と電気 ・通信 ・金 融の 活況 とに よ っ

て 雇用 を拡大 し失業率を半減 させ る こ とに成功 した 。 ドイッ はア メ リ カ とは まっ た く異な る労

使 関係 を戦後構築 して きた 。
こ の た め ア メ リ カ ・モ デル に習 うこ とは難 し い

。 そ れ で は，別の

い かなる方法で 問題 の解 決を図ろ うとす る の か 。 ドイツ は雇用 に 関 して こ の ような問題 に直面

して い る 。

（二 ）立地問題

　 ドイ ッ の 立地 問題 とは，もし高 コ ス ト構造 が な けれ ば 当然国内に立地 したで あろ う工場 あ る

い は会社が， ドイ ツ を離 れ て外 国に立 地を求め て い る こ とを い う。 もちろ ん
，

ドイ ッ の 企業が

外国に立地する理 由は，安 く生産で きる生産地 を求め る とい うだけで はな い 。例えば， ドイッ

で 生 産 した製品を高 い輸 送費 をか けて外 国に輸 出 した の で は外 国の 市場で は売れ な い とか ，外

国が高い 関税 で ドイツ 製品の輸入 を拒む とき，ある い は 日本の ように複雑な流通経路が非関税

障壁 とみ な され る場合 に は
， 消費地 に 近 い 生 産地 を求め て

，
工場や 会社 を外国 に立 地 させ る こ

ともある 。
こ の場合には ， 外国に事業展開する企業が ， 国境 を越 えて事業を拡大 したの だか ら ，

こ れに よる国内事業 の縮小が な い の で 問題 はな い
。 しか し， 高 コ ス ト構造 に よ り国内で 事 業 を

継続する こ とが困難 にな っ て ，企 業が 生産地 を外国に 移す とな る と
， 雇用機会が失わ れ る の で

ドイ ッ に と っ て 放置で きな い 問題 となる 。

　ドイ ッ の 立 地 問題 は
，
Standort　Deutschland （ドイツ の 立 地条件）

（5｝
，
　Standortwettbewerb

（立地競争）
〔6）
，Standortsicherung（立 地確保 ）

c71
な ど の 用 語で 表現 されて い る 。 Standort　D

（ドイ ツ の 立 地条件）が ドイ ツ で 議 論され は じめ たの は95年で ，こ の 年に こ の 問題 が つ よ い 関

心 を呼んだの は主 に 二 つ の 理 由に よ る 。

一
つ は， ドイツ の 対外 直接 投資が前年 の 238億 マ ル ク

か ら555億 マ ル ク へ と急増 した か らで ある
（s 〕

。 もう
一

つ は
，

ダ イ ム ラ ーベ ン ツ社 とBMW 社 とが
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工 場の
一

部を海外へ 移転する こ とを発表した こ とで ある
C9）

。

　デ ュ ッ セ ル ドル フ 日本商工 会議所 とノ ル トライ ン ・ヴ ェ ス トフ ァ
ー

レ ン 州経済省との 共同 の

報告書 『今 なぜ ドイ ツ／ ヨ ーロ ッ パ か』は
， 当時の 様子 を次の よ うに 伝えて い る 。

　 「主要調査機関の報告か らも， ドイ ツ企業は今後海外で の 生産を よ り
一

層拡大する もの と見

られ る 。 ifo経済研究所が旧西 独主 要企業100社に行 っ たア ン ケ
ー

ト調査 に よる と，景気回復 を

受 けて 生産は 1999年 まで 毎年 2 ％の 増加が見込め る もの の ，国内で の 雇用者 は増加せず，年平

均 1．3％ の 割合で 減少す る との 結果が 出た 。 また， ドイ ッ連銀 の 月報 （1995年 5 月）に よれ ば
，

特 に自動車 ， 化学 ， 機械産業を中心 に生産拠点を海外に移す傾向が強ま っ てお り， 1991年末か

ら 1993年 末に か けて の ドイツ企 業の 海外投資総額570億 マ ル ク は
， 同時期の 外国企業の ドイツ

へ の 投資総額 llO億 マ ル ク に比 べ て 5倍に の ぼ る」
〔1Cl

　 ドイ ツ の 空洞化は対外直接投資で み る限 り，
97年まで は衰えて い な い

。 ただ し
， 注意すべ き

こ とは 85年以降ほ ぼ一貫 して増加 して きた外国か ら ドイッ へ の 対内直接投 資は 91年をピーク に

減 りは じめた こ とで ある 。 94年か ら対内直接投資は マ イナス に転 じて い る 。 こ の こ とは
，

ドイ

ッ に進 出 した外 国企 業が ，
工 場や 会社 を売却す る か，閉 鎖して ドイッ か ら撤退 したこ とを示 し

て い る 。 ドイ ツ の 企 業が ，安い コ ス トを求め て生 産地 を外 国に移 した よ うに ，外国の 企業 も同

じ行動 をとっ た こ とになる 。 こ の こ とは
， 立地問題が

一層深刻 にな っ た こ とを示 して い る 。

　デ ュ ッ セル ドル フ 日本商工 会議所の 資料 「デ ュ ッ セ ル ドル フ 日本商工会議所 の 会員数で 見た

在独 日本企業の 推移」
ao

に よる と
， 全 ドイツ の 日本企業は 1970年に 100あ り ， 85年に は 425に増

えたが ， 企業数は 93年の ア28を ピー
ク に減 りは じめ

， 1999年現在は617とな っ て い る 。 94年に 日

本 の 企 業数が 減少 しは じめた事実 は
，

ドイ ツ の 対内直接投資が 94年に マ イナ ス （
− 48億 マ ル ク）

に転 じた こ と と符合 して い る 。

　 21世 紀を目前に，内外の企 業が ドイ ツ を離 れ る とい うの は， ドイ ツ に立地 しな けれ ばな らな

い と い う必 然性 が 薄れ た こ と に よる 。 それ で は
， なに が ドイッ か ら立地の 利益 を失わせ た の

か 。

　企業が 立 地 を選択する 基準は
，

ア ル フ レ ッ ド ・ウ ェ
ーバ ーの 工業立 地論 に よれ ば以 下の 場所

か らの 距離で あ る 。 （1 ）消費地 （2 ）原料地 （3）輸送地 （4 ）労働地 （5 ）集積地
oe「

。

　消費地 は ，大 きな需要が見込 まれ る場所で ある 。企業は
，

生産 と販売の い ずれ もこ の よ うな

消費地 に 近 い 場所 を選択す る 。 販売す る製品の 輸送費が安 い か らで ある 。 原料 地は
， 例 えば石

炭や鉱石 の 産地や陶土の 産地 で ある 。こ の ような原 料地 の 近 くには，鉄鋼や 陶器の 生産が 立地

する 。 重い 原料の 輸送費が ， 安い か らで ある 。 しか し， 例 えば鉄鋼の 生 産地が 需要地か ら離 れ

る と，逆 に鉄鋼とい う製品を需要地 に運ぶ輸送費は高 くなる 。 今 日，石油の 精製工 場 （コ ン ビ

ナー ト）がサ ウ ジ ア ラ ビ ア の よ うな原油の 原料地で な く， 日本 の よ うな需要地 に立地する の は

こ の た めで ある 。 輸送地は ，港湾の ように原料の 搬入 と製品の 搬出 に便利な場所で あ る 。 こ の

よ うな場所で は
， 原料 と製品の い ずれ も輸送費が安 くなる 。 ドイツ の 例で い えば

， ドイツ を代

表する化学薬品会社 BASF は ラ イ ン 川 に面 して 立地 して い る 。
　 BASF は

， 古 い ドイッ の 都市 マ ン

ハ イ ム に立 地 を断 られ ， 対岸 の 僻漁村に工場 を建設する こ と にな っ た
。 今こ の 漁村は BASF の

お陰で 産業都市 に発展 した と
， ドイ ッ に 長年在住す る友人 L か ら聞い た 。

　ウ ェ
ーバ ーは以上三 つ を立 地 の 基本条件 とい う意味で

， 基本網 （Grundnetz ）
a3）
と名づ けた 。

しか し，すべ て の 生産や 販売の 立地が，消費地 ・原料地 ・輸送地 に近 い と い う条件だ けで 決 ま
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る の で はな い 。

　基本網か ら離れて い て も， 安 い 労働 を調達で きれば企業 は労働集約型の 産業 を こ の よ うな場

所 に立 地させ る 。 こ の よ うな場所 を労働地 と い う。 た とえば 14・15世紀の イ ギ リス で は安 い 労

働が 調達で きる農村に，織機を搬入 して毛織物の生産が行われた 。
こ の ような農村工業の 場合

には，生産地は基本網 を離れて 労働地 に 立地 した 。 今 日 ， 労働集約型 の 産業が安い 労働 を求め

て タイ ，

ベ トナム
， 中国へ 進出 して い る の も同 じ理 由に よる 。

　イギ リス に農村工 業が成立 した とき， 労働地は集積地へ と発展 した 。 農村工 業の 中心 で あ っ

た毛織物工業は
， 紡毛工 程 ， 織布工程 ， 仕 上げ工程 をと もな い

，
こ れ らの 家内制手工 業 と工 場

制手工 業 （マ ニ ュ フ ァ クチ ャ
ー
）は 毛織物生産の 集積地 とな っ た

。 今 日，途上 国に先進国の 企

業が進出する と き ， 途上 国の 用意する工 業団地は
，

まず先進 国の 求め る労働地 で あるが
，

工業

団地 に 建設 され る 自動車の 組立工場に 近接 し て 各種の 部品工 場が立地すれば，そ こ はまもな く

自動車産業 の 集積 地 となる 。

　 ウ ェ
ーバ ー

は，消費地 ・原料地 ・輸送地 の 基本網を離れ て労働地 と集積地が工 業立地 に選ば

れる こ とを偏倚 （へ ん い Deviation） と呼んだ
〔’4）

。 こ の よ うな偏倚 は
， 農村工 業や今 日 の 工 業

団地に見る ように，労働地 と集積地が結合する例 が わか りやすい
。

　 ドイッ と 日本 と に生 じて い る空洞化 は
， それぞれの 国家 の 周 辺 に ， 日本 に と っ て は 中国 ，

NIEs，　 ASEAN に ， ドイ ツ に とっ て は ， ポー
ラ ン ド， チ ェ コ

，
ハ ン ガ リ

ー
に ， 労働地 と結合 す

る集積地が形成 されつ つ ある こ と意味 して い る 。 ドイッ と 日本 に と っ て
， 周辺の 国 々 に

，
こ の

よ うな資本 を吸収する 投資機会 をもつ こ と は決 して マ イ ナ ス で は ない 。 確か に
， 国 内の 雇用機

会を失わせ る こ と に な るが
， 資本が周辺 の 国 々 へ と進 出す る こ とで

，
進 出国で の 労働を吸 収 し，

国境 を越える労働 移動 の 波を抑止す る 。

　 ドイ ッ や 日本の よ うな先進国 は ，労働集約型 の 産業や 資本 集約型で も汎用製品の 生産 に適す

る立地条件 を もつ こ とは で きな い
。 こ の ような工 業部門は

， 途上 国の 方が立 地条件で は優 っ て

い る 。 しか し ， ドイッ や 日本の よ うな先進国は
， 原料地 は もた な い が ， 高 い 国民所得 と完備 し

た イ ン フ ラ ス トラ クチ ャ
ーとに よ っ て

， 消費地 と輸送地 と して の 優 れ た立 地条件を備 えて い る
。

消費地 と輸 送地の 利益を活用する 産業 に
，

こ れ か らも生 成 し発展す る機会は残され て い る 。

二 　高 コ ス ト構造 の要因分析

（一）経済的 コ ス ト

　 ドイツ経済が直面する 雇用問題 と立地問題は ，高コ ス ト構造 とい う共通の 原因を もっ て い る 。

高 コ ス ト構造 は
， 他国に比べ て主 に 高い 労働 コ ス トが原 因 とな っ て い る 。 急速 な技術進歩は ，

一
方で は製品を大量 に生産 し販売価格を安 くする 。 他方で は，通常は生産 コ ス トも安 くす る 。

技術進歩は 消費者 に も生産者 に も利益 を もた らす 。 しか し， 労働 コ ス トの 高 い ドイ ッ で は生 産

コ ス トが 下が らな い
。 ドイ ッ の 高 コ ス ト構造は ，技術進歩の 利益 が消費者に 回 っ て 生産者に は

回 らない メ カ ニ ズム をつ くりだ した 。 例 えば
， 半導体の 価格は 1990年の 30ドル か ら10年間で 3

ドル へ と
，
10分の 1 に 下落 した 。 台湾で は 労働 コ ス トが 安い た め利益が で る が

，
ドイ ッ で は価

格割れを起 こ して 利益がで なか っ た 。

　デ ュ ッ セ ル ドル フ 日本商工 会議所の 資料 「労働 コ ス トの 国際比 較」
a’「）

に よ る と，1998年 の ド
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イッ製造業 （旧西 ドイ ツ ）の 時間当 り賃金 は26．38マ ル ク で あ っ た 。 こ の賃 金 は，デ ン マ
ー

ク

（3404マ ル ク），
ノル ウ ェ

ー
（29．19マ ル ク），ス イス （28．8ユマ ル ク）に つ い で高か っ た。 日本の

賃金 は19．47マ ル ク と計算 されて い る の で ， ドイツ の 26，38マ ル ク と比較す る と， ドイツ の 時 間

当た りの 賃 金が 日本の 1．35倍 に なる 。
こ の 差 は

， ドイツ が 日本 よ り生活費 が安 い 点 を考慮す る

ともっ と開 く。 ドイ ツ の 時間当 り賃金 の 26．38マ ル クは ，98年の 円 とマ ル ク との 交換 レー
トを 1

マ ル クが70．52円 として 計算す る と
， L860円程度 に なる 。 同 じ く日本は

， 1，373円程度 に な る 。

　企業の 負担する労働 コ ス トは
， 賃金に社会保障保険料の 負担金 （付帯人件費）が加わる 。

こ

の ように して計算 され た労働 コ ス トは
， ドイツ が世界 で最 も高 い 。 1998年 の 労働 コ ス トは

，

4Z96マ ル ク （3，382円程度）で
， 日本 の 33，16マ ル ク （2，338円） に比べ て 44％以 上 高い

。 ドイ ツ

で は 労働 コ ス トに占め る付帯人件費が，45％近 くに なる 。 日本の比 率は41％程度で あるか ら，

日本 の 企業 も付帯 人件費 で は ドイ ツ の 企業 と大差 はない 。 日本 と ドイ ツ が と もに，企 業の 付帯

人件費の 負担が他国に比 べ て 高い の は ， 税金な どに よ る公的負担の 比率が低 い か らで ある 。 イ

ギ リ ス は逆 に ， 公 的負担 に 比率が高 い 分 ， 98年の 比率で は29％程度 と低 くな っ て い る 。

　 日本 と ドイ ツ の 賃金 コ ス トを比較 して い える こ とは
， 付帯人件費に も差は ある が時間当た り

の 賃金 に
， 相当の 差 がある こ とで ある 。 こ の 差は

，
な に よ りも両国の 労働時間の 開 きか らくる 。

年間総実労働時 間 （所定内 ＋所定外 ）を比較す る と
， 1995年で 日本 は 1，975時間 （

一
日の 労働時

間 を 8時間 とする と年間の 出勤日 は246日程度）， ドイ ツ が L550時間 （
一

日の 労働時間を 7時間

とする と年 間の 出勤 日は221日余 り）で 年間425時間の 開 きが ある
（15）

。 年 に 25日あま り， ドイ ツ

人 は 日本人 に比べ て余暇に当て る休 日を多 くもっ て い る 。
こ れが， ドイツ の 時聞当 りの 労働 コ

ス トを高 くする原因に もな っ て い る 。

　 ドイッ の 労働 コ ス トが い かなる問題 を生 じて い るか は
， ドイッ に 進出 した 日系の 企業が直面

して い る問題 を例 にす る と わ か りや す い
。 99年の 9 月 ドイ ツ に立 地する 日系企 業10社 を訪問 し

て 聞 い た話 に よ る と
， 日系企業 に とっ て の 大 きな問題 は高い 賃金 とい うよ り短い 労働時間で あ

っ た 。 特 に汎用 製品 を生産す る企業 で は
，

一定 の 時聞で 生産す る数量 をふ や して 同業他社 と価

格競 争 しよ うとすれば，24時 間機械 を動か し， 3 交代制 を と り，機械の 稼働率を上 げる よ り他

に価 格を下 げる こ とは で きない 。 夜勤や 休 日出勤 を拒否 される と
，

こ の 生産体制は成 り立 た な

い 。 ドイ ッ で は
，
3 交代制 をとる ため に は， 5チ

ーム を組む とい う。 3 チ
ーム で は毎日出勤で

休み がな い が ，
こ うす る と各チ

ーム と も 5 日 ご と に 2 日の 休 みが とれる こ と に なる 。 ドイ ツ で

も， 休 日出勤が 認め られ る よ うに な っ て こ の よ うな生 産体制が とれ る よ うに な っ た
。

　 ドイッ の 高 コ ス ト構造 は
， 労働 コ ス トだけに よ る の で はな い 。 企業 の 負担す る高 い 税金 に も

よる 。 ドイ ツ の 企業は
， 法人 税 の 他 に事業税 と連帯税 とを負担す る 。 日本 の 企業 も同 じく， 法

人税 の 他 に住民税 と事 業税 を負担する の で
，

三 者 をあわせ て 計算 され る実行税率で は，日本は

40．87％， ドイ ツ で は 48，55％で ある
t「”

。 ドイツ の 高い 税負担は，EU内の 他国 との 間で 問題 と な

る 。 特に， ドイツ企業の 負 うハ ン デ ィ キャ ッ プは
， 法 人税の 他 に 課税 されない イギ リス 企業 と

比較 す る と際立 っ て い る 。 イギ リ ス は，法 人税 の 税 率は 30％ と さ らに低い
。 EUの 市場 ・通貨

の 統合に ともない ヨー
ロ ッ パ に展開する 日系企業は，そ の統括本部の 立地 をどこ にする かの 検

討 をして い るが ，ロ ン ドン に本部 をお く企業が多 い の は
， 英語 で コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン がで きる

他 に
， イギ リス の安い 法人税 に もよる 。 ただ し

，
デ ュ ッ セ ル ドル フ 日本商工 会議所 とノ ル トラ

イ ン ・ヴ ェ ス トフ ァ
ー

レ ン 州経済省の報告書にある以下 の コ メ ン トは注意する必要がある 。
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　 「法人に対す る税 に 関 して
，

ドイ ツ は他の EU 諸 国 よ りもか な り自由に 引 当金 ・減価償却 が

認 め られてお り， 課税対象額を小 さ くする こ とが で きる」
oer

　企業の 負担す る コ ス トには
， 以上に あげた賃金 ， 付帯人件費 ， 税金があ る 。 こ れ らは ， 次 に

あげる社会的 コ ス トと区別 して
， 経済的 コ ス トと名づ ける こ とがで きる 。

（二 ）社会的 コ ス ト

　 ドイッ の 高 コ ス ト構造の 要因として は
， 高い 時間当 り賃金

， 高い 付帯人件費， 高い 法人課税

とい う経済的 コ ス トだけで はな い 。 ドイッ の 企業 は，以上 の コ ス トに加 えて 環境 保護 と職業訓

練 の ため の 社会的 コ ス トを負担す る 。

　環境保護は自然保護と廃棄物処理 に大別で きる
09）

。 自然保護は水質保全，大気保全，土壌保

全 に分 けられ る
ee

。

　織田正雄は ドイ ツ の 環境問題に関 して共著書 1ドイツ ・ビジネス ガイ ド』の 中で ，次の よ う

な興味深 い 見解 を示 して い る 。

　 「ヨ ーロ ッ パ で は何世紀に もわ た っ て
， 絶えず戦が起こ り，とくに ヨ

ー
ロ ッ パ の 真ん中 に位

置する ドイ ッ で は
， 人び とは 自分 の 生命や 財産が損傷を受けた り， 失われ る 危険 に つ ねに さ ら

されて きた 。 そ の ような状況 の 中で
， 自分の 城 は 自分 で 守 らなければ な らない と い う厳 しい 認

識が あ り，さ らに北 国であるた め の 自然環境の 厳 しさ も加わ っ て
，

ドイ ッ 人 に 自然環境 を守 る

強 い 意識 を植 え つ けて きて い た と思 う 。

　そ の ような歴 史的背景 とは別に，国民
一

人
一

人 に，美 しい 自然を子や 孫に伝 えよ うとい う認

識が お の ずか ら備 わ っ て い る 。 これは
， 私有財産 の 形成 を国が 助け ， さら に

，
で きた財産 を子

に伝え ようとい う国の 制度 と も無 関係 で は ない （ドイッ は戦後の経済復興 に当た り， 日本 とは

ま っ た く比較 にな らな い 有利な財形貯蓄制度 と低率 の 相続税制度 に よ っ て 個人の 資産形成 ［ス

ト ッ ク経済］を支援 した ）。 た だ し旧東 ドイツ で は
， 私有財産 を認 め なか っ た の で

， 同 じ ドイ

ッ 人で あ っ たの に環境へ の 認識 は育たず，自然環境は まっ た く破壊 されて い る」
（211

　 ドイ ッ の 環境保護 は，自然保護 だけで な く，廃棄物処理の 面 で著 しく進歩 して い る 。 ドイ ツ

政府は 「予防の 原則」，「汚染者負担の 原則」， 「協力の 原 則」三 つ の 原 則 を立て て 環境政 策 を行

っ て い る 。 こ の 環境政策を実現する ため の 法律 と して，1978年の エ コ ラ ベ ル の 制定 ， 1986年の

ゴ ミ の 減量化 をめ ざす廃棄物規制法 ， 1991年の ゴ ミ資源 の 再利用促進 を目的 とした包装材規制

法，1994年に廃棄物 リサ イ ク ル促進法
ea
，1996年に は 循環経 済 ・廃棄物法 （KreislaufWirtschafts−

und 　Abfallgesetz）が制定 され て い る
oa

。

　 1994年に成立 した廃棄物 リサ イク ル 促進法に つ い て ，デ ュ ッ セ ル ドル フ 商工 会議所 とノ ル ト

ラ イン ・ヴェ ス トフ ァ
ーレ ン州経済省 の 報告書 は次の ように説 明 して い る

Pt
。

　 「こ の廃棄物 リサ イ ク ル 促進法は，産業界お よび流 通業界 に対 して厳 し い 規制 を設けて い る 。

まず ， 廃棄物の 発生防止の 段階か ら生産過程 に お ける廃棄物発生の 予防 を要求す る ほか （こ れ

は，予防の 原則 に則 っ て い る）廃棄物の 発生予防や無公害処理 を考慮 した 製品の 設計 ・製造 ・

販売を規定 し，こ の 目的を達成す るために特定製品の 販売制限，販売禁止，並 びに廃棄物の 回

収条件表示お よび廃棄物の 引渡 ・回収等 に関す る義務 を規定 して い る」

　 ドイ ッ の 廃棄物 リサ イ クル活動は，DSD （デ ュ ア ル ・シス テ ム ・ドイ ッ チ ェ ラ ン ド）社 に よ

っ て行われて い る 。 DSD社 は契約 した企業が自己の 包装品や容器に緑の 点 （グ リ ュ
ーネ ・プ ン
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ク ト） と い う商標 を印刷す る と
，

これ らの 廃棄物 を業者 に 回収分別 させ
，
DSD 社で リサイク ル

して い る 。 ブル
ー

エ ン ジェ ル制度では
， 環境に優 しい 商品 には ブ ル ーエ ン ジ ェ ル マ ークが つ け

られ ，政府や 自治体が率先 して こ の 商品を使用 して い る
OS

。

　 ドイッ で は環境保護の ため に高 い 目標 を定め て い る 。 当然 こ の 水準 を達成 するに は，環境へ

の 負荷 を除去す るた め に費用 を負担する ことに な る 。 企 業は廃棄物処理 ， 水質保全 ， 騒音 防止 ，

大気保全 の ため に投資を行 う。 投資額で は大気保全 と水質保全 の ための 投資が大きい
。 ドイッ

の 製造業 は 1995年 に環境の 保護の ため に ， 73億 マ ル ク を越 える投 資を行 っ た 。 こ れは製造業 の

投資総額1，344億 マ ル ク の 55％ に な る
ua

。 ドイ ッ 製造業の 環境の た め の 投資額は1995年 に入 っ て

減少 した 。 しか し
， 環境保護 に ドイ ツ 企業が コ ス トの 面で も相当の 負担 をして い る こ とは明 ら

か で あ る 。

　 ドイ ツ の 大企業 に と っ て は
， ドイ ツ に 固有な企業内職業教 育 も高 コ ス トの 原因 となる 。 企業

内職業教育は 中世以来の徒弟制度の 伝統を受け継い で い る
en

。 徒弟制度で は，親方 （マ イ ス タ

ー）が徒弟 （レ ア ー リン グ） に仕事 を教 えた 。 同 じよ うに ，今 日で も ドイツ で は企業が 15歳〜

17歳の 若者に週 に 1 〜 2 日は職業学校で理論 を学ばせ ，週に 3 〜 4 日は企 業で実技を教 える
pm

。

こ の よ うな理論 と実技 の 両面で の 訓練 を受けて ドイツ の 青年は
， 男女 と も20歳 まで に商工 会議

所 の 行う国家試験に合格 し，企 業の 発行する 見習 い 修了書 を手にする と
， 各人希望する企 業に

受験 し
， 就職す る 。 企 業に 就職す る ときは

， 国家試験の 成績 と
， 見習 い 証明書 とが 面接で 考慮

される 。 男子は電気技術 ， 錠前工
， 商品セ ール ス の 職業に

， 女子は事務 職 ， 商品セ ール ス ，医

療 ・健康の 職業に つ く者が多い
。 1996年の ドイ ツ の 18歳人 口 は 8ア万5500人で あ っ た 。 1997年の

大学入学者の 人数が 13万8009人で あ っ た の で
，

い わ ゆる大学進学率 は 15％程度 となる 。 しか し，

ドイツ の高等教育機関には教育大学，神学大学，芸術大学な どもある の で ，こ れ らの 教育機関

へ の 入学者 は，22万5646人で あ っ た 。 こ の 入学者 を もと に す る と
， 大学 へ の 進学率 は25％程度

になる
au

。 日本で は 2 人に 1 人が高校 を終 えて 高等教育機 関へ と進学す る の に比べ て ， 進学率

は低い
。 したが っ て ，高校教育を終えた若者の 75％ が職業 人と して企業内教育 を受ける こ と に

な る 。 ドイ ッ の 企 業 は
，

こ の よ うな若者 に 2 〜3．5年の 企 業内教育 を受け させ る 。 大企業で は
，

会社 の 中に こ の ため の 学校を設 けて い る と こ ろ もある 。 BASF の 側 を通 っ た時友人 L は，巨大

な工 場の 連なる 中に ，当社 の経営す る病 院 と並 ん で 立 っ て い る学校 の 建物 を教 えて くれ た 。 職

業教育 に必要な費用 は企業が負担す る 。 日系の 半導体メ ーカ ーの 社長 K は，こ の よ うな実習生

を受け入れ る こ とに な っ た経験 を次の ように語 っ た 。

　 「うちの よ うな小 さな会社 （従業 員500人）も ， 実習生を入 れる よ うにな っ た 。 なか なか大

変で す」

　 企業内職業教 育 は
， 教育 を受 けた企 業に実習生が拘束 され ない

。 実習 と就職は 別で あ っ て
，

企業に と っ て は
， 実習生 に か けた 人的投資は社会に 還元 した の で あ っ て

， 自己の 企 業の 利益の

ため では な い 。 ドイッ に固有 な企業内職業教育に つ い て ，デ ュ ッ セ ル ドル フ 商工会議所と ノ ル

トラ イ ン ・ヴェ ス トフ ァ
ーレ ン 州経済省 の 報告書 は

， 次の よ うに 語 っ て い る 。

　 「最 も特徴的な点は，企業が社会的責任 として職業教育の ため の 費用を負担 して い る こ とで

ある 。 フ ォ ル ク ス ワ
ーゲ ン

，
ヘ キ ス ト，ジーメ ン ス とい っ た大企業 は，自社 で教育セ ン タ

ーを

持 っ て
， 自社で そ うした施設 を持 て ない 中小企業か ら も人材 を受け入れ

一
般 的な トレ ーニ ン グ

を行 っ て い る 。 必ずし も自社で職業教育を行 っ た人材を採用 しな けれ ばな らな い とい う考え方
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は なされて お らず ， 社会貢献 として捉え られて い る」
ee

三 　労働市場の硬直性

（
一
）EU の通貨統合と平準化圧 力

　 ドイツ の 高 コ ス ト構造は，EU の 市場統合 ，通 貨統合そ して グ ロ
ーバ ル 化 に よ っ て ますます

は っ きりして くる 。 ドイッ の 企業は
， 同業他社 と の 価格競争 を国家単位 ， 地域単位 ，そ して 世

界単位で展開する こ とにな る 。 製品の 品質 ・価格 ・納期は世界市場 で試 され る 。

　EU 域内で は，他国の 企業 と ドイッ の 企業は ，同一の 通貨ユ
ー

ロ で 価格と賃金が 比較 される 。

ユ
ー

ロ が域内で 広 く流通すれ ば
， 価格の 比較は複数の 通貨が流通す る よ りは るか に 容易 に なる 。

例 えば
， 1本の ワ イ ン が ドイ ツ で 7 マ ル ク ， フ ラ ン ス で 17フ ラ ン だ とい われ て もどち らが 高 い

か安 い かす ぐに は わ か らな い
。 しか し， 共通 の 通 貨がで きて ドイッは3．6ユ ー ロ

，
フ ラ ン ス は

2．6ユ ー
ロ と表示 され れ ば価格 の 差 は 一

目瞭然で ある 。 同 じ こ とが賃金 に つ い て もあ て は まる
。

　こ の 点に つ い て
， 汎用品で は な い カ ス タ マ ー品 （注文 品）を販売する医療機器の 日系企業の

社長 N は，次 の ように語 っ た 。

　 「確か に こ れ ま で は ，高 く売れ そ うな地域で は ，ア フ タ
ー

サ
ー

ビ ス が よ い か らと い う理 由を

つ けた りして
， 平均 よ り高い 価格 ， そ うで な い 地域で は安 い価格 で 売る こ とがで きた 。 しか し，

通 貨が
一

つ にな る とそ れ は難 しい 」

　市場 は 自由が妨 げられ なければ
， 取引 され る もの の 価格 に平準化圧力 を発 揮す る 。 なぜ なら ，

市場 で は高 く売れる とこ ろで は供給がふ え ， 逆 に安 く売 られ る とこ ろで は需要がふ えるか らで

あ る 。 したが っ て ，市場の メ カ ニ ズ ム が 作用 すれ ば，EU 域内で 多 くの 製 品の価 格 は平準化 さ

れ る 。 市場 に作用する
一

物
一

価の 法則を
， 製品の 差別化 に よ っ て も完全 に逃 れ る こ とは で きな

い 。EU の 市場
・通貨統合 は

， 価格の 平準化圧力をつ よめ る こ とに なる 。
こ の た め ドイ ッ 製品

が 突出 して高 けれ ば，価格 を下 げな い 限 り顧客 を失 う。 賃金 に つ い て も原理は 同 じで ある 。 労

働 は資本の ように簡単に移動 しない が，賃金の 高 い と こ ろで は供給がふ え，安 い とこ ろ で は需

要がふ える 。 賃金 も市場か ら平準化圧 力を受ける 。 も っ と も，工作機械 を販売 ・保守す る現地

法人の 日本側社長 Sは
，

こ の 点 に つ い て 興味ある 経験 を語 っ た 。

　 「お客さ ん を連 れ て ，新 しい ベ ン ッ の 工 場 を見学 した こ とが あ っ た 。 見学の 後，ベ ン ツ の 責

任者が
，

どん な こ とで も質問 し て 下 さい と い うと
，

あ る方が
，

こ れ だ け立 派な設備 で 生産す る

か らには よほ ど多 くの 台数 を生産 しない と儲 か らな い の で はあ りません か と尋ねた。す る と，

責任者 は こ う答えた 。 それは ま っ た く心配あ りませ ん 。 なぜ な ら
，

ベ ン ツ は 6 ヶ 月待 っ て も欲

しい と い う人だけに売る商売をして い るか らで す，と。
ベ ン ツ を買う人は，ベ ン ッ とい う車で

な くエ ン ブ レ イ ム （紋章） を買 っ て い る の で すね」

　確かに， ドイ ツ は製造業で高 い 技術水準に よる 高 くて も上 製の 製品を世界の 市場 に輸出 して

きた 。 しか し， 高 くて も上製の もの を求める消費者がす べ て で はな い 。 安 くて並製の もの を求

め る消費者は
， 世界市場で は多 くい る 。 ドイ ツ の 国内市場で も世代 が代 われ ば

， 品質へ の こ だ

わ りは な くなる。 ドイツ の企業が ， 消費者の ニ ーズ に応 えよ うとすれば，消費者の 嗜好にあ わ

せ な くて は ならない
。 世界市場 の 求め る もの は

， 高 くて も上製 の もの と い うよ りは
， 安 くて 並

製 の もの で ある 。 中世 の ギ ル ドが特定有資格者 として 製 品の 品質 ・数量 ・価格 を管理 した時代
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は過 ぎた 。 現代 は市場 に参加する不特定多数者が 品質 ・数量 ・価格 を決め る
（31）

。 現代 は
， 事の

よ しあ しは別 として大衆化が 進展する時代である 。

　高 くて も上 製の製品を供給する だけで は ， 世界市場 の ニ ーズに は応え られな い 。 安 くて並製

の 粗製乱造は勧め られない が ， 戦後50年 ドイッが構築 して きた労使協調 に よ る生産体 制 は
， 結

果 と して ドイッ に高 コ ス ト構造とい う世界市場 に は 適応 しに くい シ ス テ ム をつ くりだ した 。

　日本は戦後 ， 官民協調に よ る 生産体制に よ っ て 高度経済成長 を達成 し
，

ア ジ ア に 日本モ デ ル

を提供 した 。 日本は確か に
，

こ れ に よ っ て ア メ リカ経済へ の キ ャ ッ チ ・ア ッ プに成功 した 。 し

か し
，

キ ャ ッ チ
・
ア ッ プを終える と目標 を失 っ て迷走 しは じめた。日本 モ デ ル は

， 外か ら目標

を提供 され る と再 び走 りは じめ る こ とは ある 。 しか し
， 官民協調の 生 産体制 を変 えな い か ぎり，

目標を自ら定め て走る こ とは で きない
。

　こ の 点 ， ラ イン資本主義 （Rheinischer　Kapitalismus）
sa

と呼ば れ る ドイツ ・モ デ ル も日本モ

デ ル とにか よ っ て い る 。 ドイ ッ で はか つ て階級闘争を展開した二 つ の階級が ， 戦後互 い に他を

社会 的伴侶 （sozialer 　Partner） と して 受 け入れあ っ て
， 労使協調の 生 産体制 を つ くりあげた 。

ドイ ツ は 北欧諸国 の よ うな福祉国家で は ない が ， 労使協調 に よ る 高い 経済成 長と福祉水準の 達

成に 成功 した 。 しか し
， 高い 福祉水準の 達成は

， その 反面 に 高 コ ス ト構造を生 じさせ た 。 ドイ

ッ は ，こ れを変 えなければ前進で きない 高 コ ス トの 罠 （トラ ッ プ）に陥 っ て い る 。 市場 で の テ

ス トに 成功す る には，価格競争は避 けて 通れ な い
。

（二 ）労使協調 と市場の硬直性

　 ドイツ がEU 域 内 と世界市場 で 価格競争 に 勝 つ た め に は ，な に よ りも生 産 コ ス トを下 げな く

てはな らない 。 ドイッ 産業の 高 コ ス ト構造は経済的 コ ス トと社会的 コ ス トに要 因分析がで きる 。

した が っ て
， すで に 言及 した よ うに 経 済的 コ ス トか らは高い 時間当り賃金，高い 付帯人件費，

高い 税金 に 高 コ ス トの 原因が 求め られる の だか ら
，

こ れ らの コ ス トを下 げれ ばよい 。 ドイ ツ 国

民は労使 とも
，

問題 の 所在 は十分認識 して い る 。 すで に，労働組合 も労働賃金 を下 げない で 労

働時間を延 ばす方向で ，時間当 りの 賃金抑制 に協力 しよ うとして い る 。 価格競争をク リア
ー
す

る こ とが 必 至の 課題 である 限 り，すで に獲得 した既得権益 も返上 しなければ問題 の 解決 に は役

立た な い 。 雇用 を吸収す る の は大中小様々 の 企業群で あ っ て政 府で はない
。 ドイ ツ 国民が雇用

機会 を広 げる には
， 企業 に収益 の 希望 をもた せ

， 投資 ， 生産 ， 雇用を増やす ように協力 しな く

て は な らな い
。 高コ ス ト構造 は

，
企 業 に収益の 希望を失わ せ

， 企 業か ら本来の 活力 を奪 い と っ

て きた 。 企 業を窮地 に追 い 込め ば
， 損 をする の は使用者だ けで な く労働者で もある 。 労使が対

立 した時代に は
， 労働あ っ て の 資本で ある との 認識が使用者に は欠けて い た 。 現在 は事情がち

ょ うどそれ とは逆に なっ て い る 。 企業 の 活力 を損 な うこ と で 失わ れる の は
， 労働者 に と っ て の

雇用で ある 。 労使協調は，こ れ まで とは逆の 意味で 必要 にな っ て い る 。

　経済的 コ ス トの付帯人件費 と税金 とは，戦後 ドイツ （旧西 ドイツ）で 1970年代 に政権がCDU

（キ リス ト教民主同盟） か らSPD （社会民主 党） に 移る と と もに顕 著とな っ た社会保障制度の

充実と関連 して い る 。 戦後1950年〜97年に至 る国民所得に 占める租税 と社会保障の 負担 率を図

示する と下 の図表の ように なる
cm

。
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ドイ ツ の 租税負担率と社会保 障負担率の推移 （1950〜97）
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　表で 明 らか なよ うに50年〜70年まで は
，

租税負担率が 30％ 台で ，社会保 障負担率は 20％ 台で

推移 して い る 。 70年代 に 入 っ て まず社 会保障負担率が 70年の 177％か ら35％ へ と急上昇 した 。

こ れと連動 し て 租税負担率 も73年の 31％か ら74年の 48％ へ と急増 した 。 こ れ以降，租税負担率

は50％ に あが りこ の 水準 で推移す る 。 同 じ く， 社会保 障負担率 も40％ にふ える と
，

こ の 水準 を

維持 しつ づ けて い る 。 70年代 に入 っ て か らの 社会保障負担率 と租税負担率の 急増 の 背景 に は，

SPDの 党首ウ ィ リ
ー ・プ ラ ン トが 1969年10月に首相 に就任 した こ とが あ っ た 。 70年代 は ，73年

の 第
一

次石油 シ ョ ッ クがあ り， 失業保険の 支給 ， 景気回復の た め の 公共事 業費が社 会保障費用

や租税の 負担 をふ や した 。 しか し ， 労働者 の 利益 を擁護する SPD の 政 策が 著 しい 負担 の増 加 を

もたら した 。

　社会的 コ ス トに よる高 コ ス ト構造 に つ い て は
， 環境保護 と企業内職業教 育を変革す る理 由は

な い
。 社会保障制度は ，1870年代の ビス マ ル ク時代 か ら， ドイ ッ には

一
世 紀 をこ える歴 史が あ

る 。 社会保険三 法か ら
， 1995年 に 制定 された介護保険 まで

， 健康保険 ， 雇用保険 ， 年金保険 を

三 つ の 支柱 とす る社会保障制度が ドイッ で は整備 され て い る 。 社会保障制度の 改革の ため に は ，

オ ッ トー ・シ ュ レ ヒ トが 提案 して い る よ うに ，企業 の 保険料負担 を若干緩和 し
， 保険受給者の

安易 な受給 を防 ぐた め に
， 保険料の 金額 を自己の 責任 で 保 険機 関に納入 す る の も一案 で ある

。

社 会保障制度の 改革に は ，多 くの 選択肢が あ りうるが
， 自己 の 生活 の 安全 は

， 自己 の 責任で 守

る責任観念がつ くられ な くて は ならない 。 自己の 安全の 責任 を他に 委ねる こ とは
， 他者 に 依存

し，自己 の 自由を失 う危険が ある。社会保障制度は，主体性，連帯性，補完性が バ ラ ン ス よ く

組み合わ される必要がある
Pt）

。 安全 の 費用 は他者 に負わせ ，便 益の 受益者 となる 制度 は
， 費用

と便益の 配分が 非対称 とな っ て健全 とは い えな い
。

（三 ）労使協調 に よ る労働市場硬 直化の克服

　 ドイ ツ の 直面 して い る雇用問題 と立地 問題 は ， 高 コ ス ト構造 とい う共通 の 原 因を もつ
。 高 コ

ス ト構造 は
， 戦後 ドイッ が構築 して きたそれ 自体は決 して 非難 される べ きで ない 労使協調か ら

生 じ て い る 。 労使協調 は戦後50年，労働者の 利益 を擁護す る方 向に 回転 して きた 。 高 コ ス ト構

造 とい う事態に 直面 し て 望 まれ る こ とは，歯車の 向きを逆転 させ て ，使用者の利益 へ と回転さ
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せ るこ と で ある 。 この 方向転換 の ためには
， 利害の 対立か ら緊張 をはらみ なが らも維持 されて

きた平和 な労使関係が活用 され るべ きで ある 。 ドイ ッ の 労使 関係は
， 労働者の 団結 と

， 経営者

の 結束とに よ っ て
， 労働市場 に双方独占と呼ばれ る 市場形態をつ くっ て きた

。 賃金 と労働時間

の 労働 条件 は
，

ドイ ツ 労働組合同盟 （DGB ）に加盟 す る 16の 産業別組合 と
，

ドイ ツ 経営者団体

連盟 （BDA ）に加盟する企業 とが
， 産業別労使間交渉で 決定 して い る 。 労使間の 双方独占の 市

場形態 を前提 に ， ドイツ の 高 コ ス ト構造の 問題 を解決 しようとする と，結局 ， 労使双方の 理 解

ある対話 に よる他 な い
。

　 ドイッ の 高 コ ス ト構造 と労働市場の硬直性に つ い て ，オ ッ ト
ー ・シ ュ レ ヒ トは，次の よ うに

言 っ て い る 。

　 「っ よ まる立地競争は労働市場の 前に も迫 っ て い る 。 われ われ の 国は最 も高い 労働 コ ス トの

国の 一つ で あ り， あまりに も硬直化 した労働市場体制の 一つ で ある 。 よ り多 くの 労働機会 とい

うの は
， 今日，な に よ りも稼動的な生 産要素である資本 と技術 とを国内に確保 し， ある い は外

国か ら誘引す る こ と で あ る 。 こ の た め に は
，

い ず れ に して も非稼動的な生産要素で ある 労働が

決定的な の で あ る」
ee

　 ドイッ の 現状 は
，

シ ュ レ ヒ トの 期待 とは逆 に外 国の 企業 に ドイ ッ を敬遠 させ
， ドイッ の 企業

に も目を他 国に転 じさせ て い る。原 因はすで に論 じて きた ように，高 コ ス ト構造 にあ り，そ の

中心 は高い 労働 コ ス トにあ り，
さ らにその 根底に は ドイ ッ 国民が戦後構築 して きた ドイ ッ モ デ

ル （Modell　Deutschland）
en
と呼ばれ る安定 した労使関係 があ る 。 労使 関係は

， 基本的に利益 の

分配で は利害が対立する以上 ，両者が利益の 分配の み に 目を向けれ ば対立 感情が生 じや す い
。

戦後 ドイッ （旧西 ドイ ツ）が安定 した労使 関係 を形成で きた の は
， 労使が対立 の 原因に な りや

す い 問題 に とらわ れず ， 互 い に他を か けが えの な い 社会 の 同伴者 （パ
ー

トナ
ー

）と して受け入

れあ う関係 を構築したか らで ある 。 大切な こ とは
， 労使双方が対立する利害の み に 目を向けず ，

双方が社会 に貢献 する に は ど うすべ きか を共通の 目標 にする こ と に 成功 したか らで ある 。 暗黙

の うちに，社会 に貢献す るパ ー
トナ

ーとな る方に 目を向けて， ドイ ツ の労使は激 しい 対立 を克

服 した 。 生 産 とい う経済活動 は
， 資本だ けで も労働 だ けで も成 り立 たない 。 資本 と労働 とが結

び合わされ て ， 社 会に と っ て有益 な貢献が 果た される 。

　 ドイツ の 労使関係が 互 い に 敵視 しあ う関係 を脱皮す る道の りは
， 決 して平坦 で は なか っ た 。

19世紀の 半ば に ドイ ツ の 産業革命を背景に盛 ん に な っ た労働運動に は
，

フ ェ ル デ ィ ナ ン ド
・
ラ

サ ール の 率 い る全労働者同盟 （1863年結成） とシ ュ テ フ ァ ン ・ボ ル ン の 率い る労働者親睦会

（1848年結成 ）の 二 つ の 流れがあ っ た
cm

。 両次 大戦間に ， ラサ ール 派 は べ ーベ ル と リープク ネ

ヒ トの 率い る ア イゼ ナ ッ ハ 派 と ゴ ー
ダ
ー
綱領 （1887年）に よ っ て合同 して 自由労働組合 を結成

した。自由労働組合 は250万 人の 組合員 を擁 し，
ボ ル ン を継承す る穏健 なヒ ル シ ュ

・ドウ ン カ

ー組合やキ リ ス ト教労働組合 を圧倒 して ドイ ツ労働運動の 主流 とな っ た 。 主流 の 自由労働組合

は，過激な体制変革を，ヒ ル シ ュ
・ドウ ン カ ー組合 とキ リス ト教労働組合とは穏健な体制改善

を目指 した 。

　 ドイ ツ の 労働組合は ， ナチ ス 時代 に全 て ドイ ツ 労働 戦線 に統合 され，戦後は東西 に分か れ東

は自由 ドイッ 労働組合総同盟 （FDGB ）， 西は ドイツ労働組合総同盟 （DGB ）とな っ た。 ドイツ

労働 組合総同盟 は
， 体制変革を目指 し階級 闘争 を扇動 した か つ て の 自由労働組合で は なか っ た 。

1959年に発表 され た社会民主党 の バ ー
ド ・ゴ ー

デ ス ベ ル グ綱領は
， 階級政党か ら国民政党，計
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画経済か ら市場経済へ の 転換を明言 した 。 ドイ ッ の 労働運動 も， 旧西 ドイ ツ で は は っ き りと路

線 の 転換 をな しとげた。

　戦後 の ドイッ の 歴 史を回顧す る と き，社 会的 （sozial）と い う言葉がキー コ ン セ プ トになる 。

西 ドイ ツ で 労働組合 と政党 （SPD）と に路線の 転換 が あ っ た と い う の は
，

これに 対応す る経営

団体 と政 党 （CDU ）に も労働者を受け入 れ る同様の転換が あ っ たか らで あ る 。 ドイ ツ の 基本法

は
， ドイッ の 連邦 国家 を社会国家 （SOzialstaat）と規 定して い る し， ドイツ の経済体制は 社会

的市場経済 （Soziale　MarktWirtschaft） と呼 ばれ て きた 。

　戦後の歴 史にお い て ， sozial とい うコ ン セ プ トは ドイ ツ に大 きな成果 をあげた 。 デ ュ ッ セ ル

ドル フ 日本商工 会議所事務局長武 田醇 一の しみ じみ と語 っ た言葉 は戦後 の ドイッ 史の 重要な一

面 を鋭 くとらえて い る
。

　 「こ の ドイッ と い う社 会は弱者 に 限 りな く優 し くあろ うと し て い る」

　 「ドイッ社会の 最 もよ い 面は
， 伝統的な企 業内職業教育に表れ て い る 。 企 業は若者 に もて る

技術 を あます と こ ろ な く伝達す る 。 企業 は教育 した若者 を企業 に ひ きとめ る こ とは ない
。 若者

に伝えた技術は，社会に還 元 したもの だ 。 ドイ ッ で い うsozial とい うの は こ の こ とだ」

　 ドイ ッ を中心 とす る 1 ヶ 月の 企業訪 問の 終わ りに
，

ポー
ラ ン ドに行 き， そ こ で ア ウ シ ュ ビ ッ

ツ に出かけ た。 静か な墓所の よ うな収容所 を歩きなが ら，ほ とん ど抵抗で きな い 異国の寄 留者

で ある ユ ダヤ 人を虐殺 した後 ，
ドイッ 人は弱い 立場 の 人々 に対 して 犯 した民族 の 罪 を反省 した

ように思われ た。 戦後 ， ドイツ 人の 多 くが 弱者に優 し くあ りた い と願 い は じめ たの は，ア ゥ シ

ュ ヴ ィ ッ ッ を原点にする 。 そ うだ とすれ ば
，

ドイ ツ民族 は再 び歴史か ら貴重な教訓 を学ん だ こ

と に な る 。
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